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論  文  内  容  の  要  旨  

従来の防災研究では，外力の理解と被害抑止策に垂心がおかれていたが，21世紀に複数の発生が予想される都市巨大災害  

を乗り切るためには効果的な被害軽減策を構築することが必要である。本研究では行動科学で用いられている実証的な手法  

を基に，1）阪神・淡路大震災の被災地に暮らす人々を母集団としたランダム・サンプリング調査により「災害過程におけ  

る被災者行動の解明」を行い，2）将来の災害への事前対策において必要な被害推定手法を構築するために，被災者の避難  

所への避難行動に注目し「避難所避難率の推定式の構築」を行った。この研究成果は，地方自治体の事前対策における避難  

者数推定や避難所運営計画の検討，緊急対応期における避難所避難者数の想定に適応可能であり，行政の災害対応能力の向  

上が期待できる。災害対応従事者の中核である行政の災害対応能力の向上によって，最終的に，防災学における目標である  

社会の防災力を向上（vulnerabilityを低減）させることが期待できる。  

1）では，阪神・淡路大震災の被災地に暮らす人々を母集団とした社会調査による「災害過程における被災者行動の解明」  

を行った。具体的には，ランダム・サンプリング手法を用いた社会調査を，1999・2001・2003年の3回（2005年にも実施予  

定）にわたって実施し，その調査結果について分析を行った。分析では，特に被災者の生活の根幹である「すまいの再建」  

に焦点をあて，地震発生後の被災者の居住地変遷とそのタイミングについて解明した。その結果「地震発生→避難所→仮設  

住宅」という単線的な公的支援以外にも，被災者は血縁・地縁・個人緑（職縁・友人など）といった様々なってをたどりな  

がら自宅へ戻っていることが明らかになった。さらに，被災者は，住宅についての情報を1週間以内で欲し，すまいについ  

ての決断を1ケ月以内で行っていることが明らかになった。被災者の中でも特に60代以上高齢者と家屋全壊全焼被災者に対  

し，住宅の居住可能性・修復可能性に関する情報提供や住宅再建策のパッケージの提示を1週間以内に行わないと，これら  

の被災者が被災地を離れてしまい，生活再建が大きく遅れることなどを明らかにした。また，物理的現象が被災者行動にど  

のような影響を与えるかを考察するため，GIS（地理情報システム）を用いて物理的環境情報と社会調査で得られた主観的  

情報を結合させた。その結果，同じ家屋被害程度であるにもかかわらず，高被害地域と低被害地域では行動に大きな違いが  

あり，異なった災害対応策が必要であることを明らかにした。   

2）では，将来の災害への事前対策において必要な被害推定手法を構築するために，被災者の避難所への避難行動に注目  

し「避難所避難率の推定式の構築」を行った。まず，災害対応の基礎資料となる被害想定で事前に想定すべき変数・情報に  

はどのようなものがあるのかを「京都市地域防災計画」を用いて分析した結果，延べ300の入力変数が必要であることがわ  

かり，入力変数の中でも「避難」における「避難収容施設への避難者数」の推定について確立された手法が存在していない  

ことを明らかにした。   

次に，過去の地震におけるデータや社会調査結果を用いながら，避難者数に関する推定式を構築した。計測機器による計  

測震度が測定できるようになった阪神・淡路大震災以降の被害が顕著な6地震を対象として，地震が発生するとどれくらい  

の量の避難者が発生し，時間経過によってどのように変化していくのかを明らかにした。その結果，震災後10時間において  
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は，計測震度と避難所避難率に2次関数の関係があることがわかり，時間経過とともに対数関数で減少していくことが明ら  

かになった。次に，震災後100時間における避難者数の推定式を求めたところ，「震災後10時間避難者数」「層破壊家屋居住  

者数」「全壊家屋居住者数」の3変数によって推定できることがわかり，先に導き出された「10時間避難者数推定式」「100  

時間避難者数推定式」「時間経過の推定式」をあわせて，「避難所避難者数推定式」として提案した。今後は，未発見の避難  

者数データや新たな地震災害における避難者データを追加することで，より一般性の高い推定式の構築を目指している○  

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

本論文は，21世紀に複数の発生が予想される都市巨大災害を乗り切るためには，効果的な被害軽減策を構築することが必  

要であるという視点に基づき，行動科学で用いられている実証的な手法を基に，1）阪神・淡路大震災の被災地に暮らす  

人々を母集団としたランダム・サンプリング調査によって「災害過程における被災者行動の解明」を行い，2）将来の災害  

への事前対策において必要な被害推定手法を構築するために，被災者の避難所への避難行動に注目し「避難所避難率の推定  

式の構築」を行ったものである。   

本論文の成果は，以下のとおりである。  

・社会調査手法を用いて，人々の生活再建過程を明らかにする社会調査を1999・2001・2003年の計3回にわたり設計・実施   

し，特に被災者の生活の根幹である「すまいの再建過程」において，地震発生後の被災者の居住地変遷とそのタイミング   

について解明した。  

・GIS（地理情報システム）を用いて，物理的現象が被災者行動にどのような影響を与えるかを考察し，高被害地域と低被   

害地填では同じ家屋被害程度の被災者でも避難行動に違いがあり，避難所運営でも異なった災害対応策が必要であること   

を明らかにした。  

・災害対応の基礎資料となる被害想定で事前に想定すべき変数・情報を分析し，延べ300の入力変数が必要であることを明   

らかにし，中でも「避難」における「避難収容施設への避難者数」の推定について確立された手法が存在していないこと   

を明らかにした。  

・過去の地震における避難者データや社会調査結果を用いながら，避難者数に関する推定式を構築した。「震災後10時間に   

おける避難率推定式」「震災後100時間における避難者数推定式」「時間経過による避難者数推定式」「食料係数」を構築し，   

これらをあわせて「避難所避難者数推定式」として提案した。   

本論文で提案された一連の手法は，地方自治体の事前対策における避難者数推定や避難所運営計画の検討，緊急対応期に  

おける避難所避難者数の想定に適応可能であり，行政の災害対応能力の向上が期待できる。災害対応従事者の中核である行  

政の災害対応能力の向上によって，最終的に，防災学の目標である社会の防災力を向上させることが可能となる。   

よって，本論文は博士（情報学）の学位論文として価値あるものと認める。また，平成16年2月3日実施した論文内容と  

それに関連した試問の結果合格と認めた。  
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